
：

Ⅰ　法令事務に関する点検
　１　総会等の開催及び議事録の作製

（１）総会等の開催日の周知状況 ア　周知している イ　周知していない又は周知していなかった

（２）総会等が公開である旨の周知状況 ア　周知している イ　周知していない又は周知していなかった

（３）総会等の議事録の作製 ア　作製している イ　作製していない又は作製していなかった

（４）議事録の内容 ア　詳細なものを作製している イ　概要のみで作製している又は作製していた

（５）議事録の閲覧 ア　閲覧に供している イ　閲覧に供していない又は供していなかった

２　事務に関する点検

（１）　農地の権利移動の許可等（農地法３条）

（１年間の処理件数：１８件、うち許可１８件及び不許可０件）

改善措置

周知していない場合、その理由

点検項目 具体的な内容

通知した内容：決定した許可の可否等

申請書受理から３０日

実施状況

是正措置

通知しなかった理由：

０件

是正措置

標準処理
期間

処理期間
（平均）

議事録の作成及び縦覧

個人情報保護条例等に留意しながら詳細な議事録とすると共に、
閲覧できる旨をホームページに掲載する。

１５日

事実関係の確認

是正措置
審議結果等の公表

実施状況

実施状況

是正措置
総会等での審議

実施状況申請者等への審議結
果の通知

是正措置

当別町農業委員会

処理期間

平成２２年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価
農 業 委 員 会 名

地区担当農業委員等により現地調査を行うと共に関係資料に基づ
き申請書の事実関係の確認を行っている。

各地区委員等の意見をふまえ、審議を行っている。

総会においても審査基準の各項目に適合していることを確認する。

申請者への結果通知を行わなかった件数

申請者への結果通知を行った件数

実施状況

１８件

改善措置

改善措置

作製までに要した期間

改善措置

平均７日間

改善措置

閲覧者の有無 有 無件



（２）　農地転用に関する事務（意見を付して知事への送付） （１年間の処理件数：６件）

（３）　遊休農地に対する指導等（農地法改正前平成21年12月1４日以前の取り組みに係るもの）

（４）　農業生産法人からの報告への対応

 　　　　　法人
農業生産法人の要件を欠くおそれがあるため農業委員会
が必要な措置をとるべきことを勧告した農業生産法人数

対応状況

うち報告書提出農業生産法人数
　※１法人は新規農地取得後、報告書提出時期未到来

うち報告書の督促を行った農業生産法人数

うち督促後に報告書を提出した農業生産法人数

うち報告書を提出しなかった農業生産法人

対応方針

農業生産法人の状況について

指導を行わなかった要活用農地の
面積並びにその理由

面積 － ha

議事録の作成及び縦覧

管内の要活用農地の面積

点検項目 実施状況

筆数 － 筆

要活用農地への指導の件数及び
改善状況

要活用農地のうち遊休農地の指導
の開始に際し定めた、市町村長に
対し特定遊休農地である旨の通知
を行う期日が到来しているものの面
積及び筆数並びに市町村長に対
する要請の状況

理由

面積 　3.0ｈａ

点検項目 実施状況

農業生産法人からの報告について

48　法人

48　法人

　　　法人

　　　法人

提出しなかった理由

管内の農業生産法人数

　　　法人

総会等での審議
実施状況

是正措置 総会においても審査基準の各項目に適合していることを確認する。

各地区委員等の意見をふまえ、審議を行っている。

地区担当農業委員等により現地調査を行うと共に関係資料に基づ
き申請書の事実関係の確認を行っている。

点検項目 具体的な内容

事実関係の確認
実施状況

是正措置

１５日

審議結果等の公表
実施状況

個人情報保護条例等に留意しながら詳細な議事録とすると共に、
閲覧できる旨をホームページに掲載する。

処理期間
実施状況

標準処理
期間

申請書受理から３０日

是正措置

是正措置

指導件数　　1件 指導面積　　　3.0ha 指導対象者　　　1人

対象者 － 人

要請の状況
（要請してい
ないものがあ
る場合はその

理由）

処理期間
（平均）

地域の農業者が賃貸借等により、農地として利用するよう
地元農業委員が働きかけた結果、隣接農業者ではない
が、近隣農業者の利用により、改善が図られた。

面積　　　ha

改善状
況



認定農業者 特定農業団体

目　　　　　標　①

実　　　　　績　②

達　成　率　②／①

累　　　　　計

活動計画

活動実績

目標に対する評価の案

活動に対する評価の案

目標に対する評価

活動に対する評価

活動の評価案に
対する意見等

　　　　　　　　件

　　　　　　　　件

目標の評価案に
対する意見等

（６）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

当別町担い手育成総合支援協議会と連携し、認定の推進活動を実施する。

認定農業者の期間満了者に再認定を推進する。

目標値の再検討

（４）　評価の案

特定農業法人 特定農業団体認定農業者

（５）　地域の農業者等からの意見等

経営改善計画の支援強化

Ⅱ促進等事務に関する評価

　１　認定農業者等担い手の育成及び確保

（１）　現状、課題及び平成２３年度までの目標

（２）平成２２年度の目標及び実績

現　　　　状

課　　　　題

平成23年度までの目標

　　 387　経営

認定農業者

　　　　　　　   ３９５　経営

特定農業団体認定農業者 特定農業法人

　　　　　　　　  　２  団体　　　　　　　　　－ 　法人

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動

※　累計は、（１）の現状の認定農業者等の数と実績の数の合計

　　　　　　　　 ３８７  経営

　　　603　戸

　　　525　戸

　　　 48　法人

　　　　　　　 　　－　法人

特定農業法人

　　　－　法人

特定農業法人

・農業従事者の高齢化

・農家数の減少及び後継者不足

　　　２　団体

特定農業団体

　　　　　　　　　　２  団体

認定農業者

　　　　　 　　　３９５　経営

　　　　　　　 　３８７　経営

　　　　　　　  　９８  ％

特定農業法人

　　　　　　　 　　－　法人

特定農業団体

　　　　　　　　　　２  団体

　　　　　　　　　　２  団体

　　　　　　　　１００   ％

認定農業者 特定農業団体特定農業法人

　　　　　　　 　　－　法人

　　　　　　　　　 －  ％

農家数

農業生産法人数

　うち主業農家



目　　　　　標

　　　　　　　５８０　ｈａ

活動計画

活動実績

目標に対する評価の案

活動に対する評価の案

目標に対する評価

活動に対する評価

（６）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

２　担い手への農地の利用集積

現　　　　状
管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率

　　　　　　　８，８５０　ｈａ 　　　　　　７，２５５.9　ｈａ 　　　　　　　８２．０　％

（１）　現状、課題及び平成２３年度までの目標

累　　　　　計

　　　　　　　　　４９１　ｈａ 　　　　　　　　８４．７　％ 　　　　　　７，２５５.9　ｈａ

（２）　平成２２年度の目標及び実績

※　累計は、（１）のこれまでの集積面積と実績の面積の合計

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動

実　　　　　績 達　成　状　況

平成23年度までの目標
これまでの集積面積 目標

課　　　　題
認定農業者を中心に集積を図っているが、農業従事者の高齢化や農家数の
減少により、農地流動化の停滞が懸念される。

合計

　　　　　　７，２５５.9　ｈａ 　　　　　　　　　８９　ｈａ 　　　　　７，３４４.6　ｈａ

・農用地利用集積会議の開催及び農地保有合理化事業の推進

・農用地利用集積会議の開催及び農地保有合理化事業の実施

（４）　評価の案

ＪＡとの連携により、新たな掘り起こしをする。

活動推進の継続強化を図る。

（５）　地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に
対する意見等

活動の評価案に
対する意見等

　件

　件



目　　　　　標

　　　　　　　２．９　ｈａ

活動計画

活動実績

目標に対する評価の案

活動に対する評価の案

目標に対する評価

活動に対する評価

　　　　　　　　　０．７　ｈａ 　　　　　　　１．４　ｈａ

現　　　　状
管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率

　　　　　　　８，８５０　ｈａ 　　　　　　　　　－　　ｈａ 　　　　　　　　－　　％

　　　　　　　　　０．７　ｈａ

（１）　現状、課題及び平成２３年度までの目標

（２）　平成２２年度の目標及び実績

実　　　　　績 達　成　状　況

課　　　　題

平成23年度までの目標
これまでの解消面積 目標 合計

累　　　　　計

　　　　　　　　　０．７　ｈａ 　　　　　　　　　　１９　％ 　　　　　　　０．７　ｈａ

※　累計は、（１）のこれまでの集積面積と実績の面積の合計

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動

・耕作放棄地の調査を実施する共に、解消に向けての取組みを、関係機関と連携を図
りながら展開していく

・耕作放棄地調査の実施
・担い手への利用集積など流動化についての指導
・遊休農地の指導

（４）　評価の案

山間部の耕作放棄地の調査を強化する。

土地所有者への周知徹底強化を図る。

（５）　地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に
対する意見等

活動の評価案に
対する意見等

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（６）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

　件

　件

３　耕作放棄地の解消



目　　　標

実　　　績

活動計画

活動実績

目標に対する評価の案

活動に対する評価の案

目標に対する評価

活動に対する評価

面積　　　０　ｈａ 　主な用途件数　　０　件

４　違反転用への適正な対応

（１）　違反転用の状況

違反転用の状況

・農地パトロールによる転用箇所の実態調査及び把握
・農地転用等諸制度の啓発

・農地パトロールの実施

（３）　（２）の目標の達成に向けた活動

全農業委員による農地パトロールの実施強化

全農業委員による農地パトロールの実施により、違反転用の発生防止の強化
が図られた。

（４）　評価の案

早期発見及び発生防止が重要であることから、広報及びホームページによる啓
発を強化する。

早期発見及び発生防止が重要であることから、農地パトロールを実施し啓発強
化を図った。

（５）　地域の農業者等からの意見等

目標の評価案に
対する意見等

　件

　件

（２）　平成２２年度の目標及び実績

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（６）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

活動の評価案に
対する意見等



活動計画（実施時期、
体制、　　実施回数

等）

活動実績

活動に対する評価の案

活動に対する評価結果

５　農地パトロール

（１）　平成２２年度の活動計画及び活動実績

・通年　担当地区による農地パトロール
・９月を農地パトロール強化月間に設定し、地区ごとによる調査の実施

・通年　担当地区による農地パトロール
・９月を農地パトロール強化月間に設定し、地区ごとによる調査の実施

（２）　評価の案

全農業委員による農地パトロールの実施により、耕作放棄地や違反転用農地
の早期発見につながる取り組みが図られた。

（３）　地域の農業者等からの意見等

活動の評価案に
対する意見等

　件

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（６）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定



農地基本台帳の情報
の更新に関する活動
に対する評価の案

共有化に関する活動
に対する評価の案

農地基本台帳の情報
の更新に関する活動
に対する評価結果

共有化に関する活動
に対する評価結果

（１）　平成２２年度の活動計画及び活動実績

６　農地情報の整備と共有化

農地基本台帳の情報の更新に
関する活動計画

農地基本台帳等は随時更新し、最新の状態を保つ

農地基本台帳の情報の更新に
関する活動実績

固定資産台帳等による農地基本台帳等の随時更新

共有化に関する活動計画 個人情報の保護対策を勘案した上で対応を検討

共有化に関する活動実績 　　　　　　　　　同　　　　　上　　

（２）　評価の案

農地基本台帳は、速やかに更新しており適正に管理されている。

農地情報の共有化に向けた取り組みを検討する。

（３）　地域の農業者等からの意見等

共有化に関する活動
の評価案に対する意

見

※　地域の農業者等から寄せられた主な意見等について、同内容のものは集約して記入

（６）　地域の農業者等からの意見等を踏まえた評価の決定

　件

農地基本台帳の情報
の更新に関する活動
の評価案に対する意

見

　件


